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本目論見書に係る売出しがなされるフィンランド地方政府保証機構保証付

フィンランド地方金融公社 2018 年２月 27 日満期 1.00％豪ドル建ディスカウ

ント債券（以下「本債券」といいます。）は豪ドル貨をもって表示されており

ますので、外国為替相場の変動により影響を受けることがあります。 

 

～必ずお読み下さい～ 

本債券に投資しようとする投資家は、本債券への投資に伴い下記のリスク

を含む種々のリスクが存することを理解し、本債券への投資に伴うリスクに

耐え得る場合に限り、本債券への投資を行うべきです。 
 

信用リスク 

本債券の発行者であるフィンランド地方金融公社または保証者であるフィ

ンランド地方政府保証機構の財務状況が著しく悪化した場合、元利金の支払

いが定められたとおりに行われるとは限りません。 

 

為替変動リスク 

本債券は豪ドル貨をもって表示され、元利金の支払いは豪ドル貨によって

行われますので、円貨換算された受取金額は外国為替相場の変動により影響

を受けます。 
 

価格変動リスク 

本債券の市場価格は、豪ドル金利の動向、発行者または保証者の信用状況

の変化、その他の要因の影響を受けます。 

 

税制 

本債券の投資にあたり、必要に応じ、税務、会計等の専門家の助言を得る

ことが必要です。将来において、本債券についての課税上の取扱いが変更さ

れる可能性があります。 

 



 

  

【表紙】  

【発行登録追補書類番号】 18－外債29－19 

【提出書類】 発行登録追補書類 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年１月31日 

【発行者の名称】 フィンランド地方金融公社 
(Municipality Finance Plc) 

  

【代表者の役職氏名】 Jarkko Vuorenmaa 
Director 
(執行役員) 
 
Matti Kanerva 
Legal Counsel 
(法律顧問) 

  

【代理人の氏名又は名称】 弁護士  佐々木 弘 造 

【住所】 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 
明治安田生命ビル 
外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ 

  

【電話番号】 03-6212-1200 

【事務連絡者氏名】 弁護士  岡 戸 陽 子 
 

【住所】 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 
明治安田生命ビル 
外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ 

  

【電話番号】 03-6212-1200 

  

【今回の売出金額】  

30,100,000豪ドル(邦貨換算額2,859,199,000円。ただし、１豪ドル＝94.99円の為替レート(2008年１月
30日現在の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行による対顧客電信直物売買相場の仲値)による。) 
 
 



 

 
【発行登録書の内容】  

 

提出日 平成18年８月21日 

効力発生日 平成18年８月29日 

有効期限 平成20年８月28日 

発行登録番号 18－外債29 

発行予定額 1,000億円 

 
 
【これまでの売出実績】  

 

番号 提出年月日 売出金額 減額による訂正年月日 減額金額 

18-外債29-１ 平成18年10月20日 2,996,153,100円

18-外債29-２ 平成19年２月28日 1,167,316,500円

18-外債29-３ 平成19年３月30日 2,569,500,000円

18-外債29-４ 平成19年５月２日 2,999,100,270円

18-外債29-５ 平成19年７月３日 2,852,600,000円

18-外債29-６ 平成19年７月４日 755,100,000円

18-外債29-７ 平成19年７月31日 3,017,580,000円

18-外債29-８ 平成19年７月31日 2,654,850,000円

18-外債29-９ 平成19年８月10日 2,937,870,000円

18-外債29-10 平成19年８月22日 960,701,600円

18-外債29-11 平成19年９月６日 783,960,000円

18-外債29-12 平成19年９月７日 2,134,650,000円

18-外債29-13 平成19年10月４日 3,218,290,300円

18-外債29-14 平成19年10月31日 1,446,720,000円

18-外債29-15 平成19年11月２日 722,700,000円

18-外債29-16 平成19年11月16日 3,870,440,000円

18-外債29-17 平成19年12月６日 2,082,150,000円

18-外債29-18 平成20年１月11日 5,783,095,000円

該当事項なし 

実績合計額 42,952,776,770円 減額総額 0円

 
【残額】 
 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 
  

 
 
57,047,223,230円 
  

【縦覧に供する場所】 該当なし 

 

注 本書中、別段の記載がある場合を除き、下記の用語は以下を指すものとする。 

「発行者」または「公社」………………………………
 

フィンランド地方金融公社 
(Municipality Finance Plc) 



 

「保証者」または「地方政府保証機構」………………
 

フィンランド地方政府保証機構 
(The Municipal Guarantee Board) 

「LGPI」または「地方自治体年金基金」………………
 

フィンランド地方自治体年金基金 
(The Local Government Pensions Institution) 
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第一部 【証券情報】 

第１ 【募集債券に関する基本事項】 

該当事項なし 

 

 

第２ 【売出債券に関する基本事項】 

１ 【売出要項】 

(1)【売出債券の名称及び記名・無記名の別】 

 

売出債券の名称 

フィンランド地方政府保証機構保証付 
フィンランド地方金融公社2018年２月27日満期1.00％ 

豪ドル建ディスカウント債券 
(以下「本債券」という。) 

 式名記無 別の名記無・名記

(2)【券面総額】 

50,000,000豪ドル(注１) 

(3)【各債券の金額】 

10,000豪ドル 

(4)【売出価格及びその総額】 

 

 ％02.06の額金面額 格価出売

 ルド豪000,001,03 額総の格価出売

(5)【利率】 

額面金額に対し年1.00％ 

(6)【償還期限】 

2018年２月27日 
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(7)【売出期間】 

2008年２月１日から2008年２月26日まで 

 

(8)【受渡期日】 

2008年２月28日 

 

(9) 【申込取扱場所】 

上記売出人の日本における本店および各支店(注２) 

 

(注１) ユーロ市場で募集される本債券の額面総額は、50,000,000豪ドルである。 

(注２) 本債券の申込み、購入および払込みは、すべて各申込人が確認した外国証券取引口座約款(以下「約款」

という。)に従ってなされる。各申込人は、上記売出人を通じて、あらかじめ約款の交付を受け、約款に

基づく取引口座の設定を申込む旨記載した申込書を提出しなければならない。 

外国証券取引口座を通じて本債券を取得する投資家は、約款の規定に従い本債券の券面の交付を受けず、

また購入に係る本債券上の権利については売出人を通してのみ享受できる。なお、券面については後記

「11 その他(2)」を参照のこと。 

本債券は発行者の80億ユーロ債券発行プログラム(€8,000,000,000 Programme for the Issuance of 
Debt Instruments)(以下「債券発行プログラム」という。)に基づきHSBC Bank plcによりユーロ市場で

募集され、2008年２月27日(以下「発行日」という。)に発行される。 

本債券はいかなる取引所にも上場されない。 

 

本債券は、アメリカ合衆国1933年証券法(その後の改正を含む。)(以下「証券法」という。)に基づき登

録されておらず、今後登録される予定もない。証券法上登録義務を免除されている一定の取引において

行われる場合を除き、合衆国内において、または合衆国人に対し、もしくは合衆国人のために、本債券

の勧誘または売付けを行ってはならない。本段落の用語は、証券法に基づくレギュレーションSにより定

義された意味を有する。 

本債券は、アメリカ合衆国税法上の要件の適用を受ける。合衆国税務規則により許された一定の取引に

おいて行われる場合を除き、合衆国もしくはその属領において、または合衆国人に対し、本債券の売付

けの申込み、買付けの申込みの勧誘、売付けまたは交付を行ってはならない。本段落の用語は、アメリ

カ合衆国1986年内国歳入法および同法に基づく規則により定義された意味を有する。 

 

(10) 【売出しの委託契約の内容】 

該当なし。 

 

(11) 【債券の管理会社】 

該当なし。 

財務代理人 

 

本債券の財務代理人(以下「財務代理人」という。) 

 所住 名社会

シティバンク・エヌ・エイ、ロンドン・オフィス 
(Citibank, N.A., London Office) 

ロンドン市 E14 5LB カナリー・ワーフ、カナダ・スクエ
ア、シティグループ・センター 
(Citigroup Centre, Canada Square, Canary Wharf, London 
E14 5LB) 
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(12) 【振替機関・登録機関】 

該当なし。 

 

(13) 【財務上の特約】 

担保設定制限については、後記「５ 担保又は保証に関する事項」を参照のこと。 

 

(14) 【取得格付】 

発行者は債券発行プログラムに対し、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・リミテッドよ

り2007年６月５日付でAaaの長期債務格付を、スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・

サービシズより2007年５月23日付でAAAの長期債務格付を取得している。本債券は当該プログラムに

基づき発行される。 

 

２ 【利息支払の方法】 

(1) 本債券の利息は、2008年２月27日(以下「利息発生日」という。)(同日を含む。)から2018年２月

27日(同日は除く。)までの期間につき額面金額に対して年率1.00％でこれを付し、2008年８月27日

を初回として満期日(2018年２月27日)まで毎年２月27日および８月27日(以下各々を「利払日」とい

う。)に６ヵ月分を後払いする。 

利息期間(以下に定義する。)について額面金額10,000豪ドルの各本債券につき支払われる利息の

金額は50.00豪ドル(以下「固定利息金額」という。)である。利払日が営業日(下記に定義する。)に

あたらない場合には、翌営業日を利払日とする。ただし、かかる翌営業日が翌月になる場合、その

直前の営業日を利払日とする。なお、かかる利払日の調整がなされた場合であっても支払われるべ

き金額の調整は一切なされない。 

「営業日」とは、東京、シドニーおよびロンドンにおいて商業銀行および外国為替市場が豪ドル

による支払いの決済を行っている日で、かつTARGET営業日にあたる日をいう。 

「TARGET営業日」とは、欧州自動即時グロス決済システム(Trans-European Automated Real-Time 

Gross Settlement Express Transfer(TARGET) System)が稼働している日をいう。 

「利息期間」とは、利息発生日(同日を含む。)または利払日(同日を含む。)から直後の利払日(同

日を除く。)までの期間をいう。 

(2) 本債券は満期日または期限前償還日以降は利息を付さない。ただし、正当な呈示がなされたにも

かかわらず、償還金額による支払いが不当に留保または拒絶された場合はこの限りではない。かか

る場合、本債券には、(ⅰ)当該本債券に関して以下の受領された日までに期限の到来している金額

の総額が、当該本債券の所持人によりもしくはかかる所持人のために受領された日、または(ⅱ)財

務代理人が、本債券の所持人(以下「本債権者」という。)に対して、本債券に関して以下の５日後

の日までに期限の到来する金額の総額を財務代理人が受領したことを通知した日から５日後の日の

(その後に支払いの不履行があった場合を除く。)、いずれか早い方の日まで、本項に従って(判決の

前後とも同様に)継続して利息が発生するものとする。 

固定利息金額が適用されていないすべての期間について、各本債券につき支払われる利息の金額

は、各本債券の額面金額に、上記に記載の利率を乗じて得られた金額に、当該期間の日数(かかる日

数は１ヵ月を30日、１年を12ヵ月とする１年360日に基づき計算される。ただし、(ⅰ)当該期間の末
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日がある月の31日であり、当該期間の初日がある月の30日または31日以外の日である場合、当該末

日が属する月は、30日である１ヵ月に短縮されるものとはみなされず、(ⅱ)当該期間の末日が２月

の末日である場合は、２月は、30日である１ヵ月に延長されるものとはみなされない。)を乗じて

360で除して得られた金額につき１豪セント未満を四捨五入して計算される。 

 

３ 【償還の方法】 

(1) 満期における償還 

本債券が償還期限前に償還または買入消却されない限り、本債券は2018年２月27日(以下「満期

日」という。)に額面金額で償還されるものとする。満期日が営業日にあたらない場合には、翌営業

日を満期日とする。ただし、かかる翌営業日が翌月になる場合、その直前の営業日を満期日とする。

なお、かかる満期日の調整がなされた場合であっても支払われるべき金額の調整は一切なされない。 

(2) 税制変更による期限前償還 

(ⅰ)フィンランド共和国(以下「フィンランド」という。)、その下部行政区画、その課税当局もし

くは課税機関の法令もしくは規制の改正、またはかかる法令もしくは規制の解釈もしくは運用の

変更が発行日以降に生じたことにより、本債券の次の支払いに際して発行者が後記「８ 課税上

の取扱い－(1) フィンランド共和国の租税」に定める追加額を支払うことを要する場合で、 

(ⅱ)上記の事態が発生している旨と、それを招来した事由を記載した発行者の権限を有する者１名

が適式に署名した証明書、およびかかる事態が発生している旨の定評ある独立の法律顧問の意見

書を発行者が財務代理人に交付することにより、かかる事態が証された場合、発行者はその裁量

により、後記「10 公告の方法」に従い本債権者に対して30日以上60日以内の事前の通知(取消不

能とする。)をすることにより、 

(a) 期限前償還金額(以下に定義する。)に当該償還日までの経過利息を付して未償還債券の全部

(一部は不可)を償還することができ(ただし、かかる償還通知は、仮にある日に本債券の支払期

日が到来したならば発行者が当該追加額を支払うことを要することになる最初の日の90日より

前に、行うことはできない。)、または 

(b) 本債券の期日における不払いがない場合に限り本債権者の同意を得ることなく、本債券の期

日どおりに支払いを適式に行う債務、ならびに本債券、2007年６月１日付全面改訂財務代理人

契約証書 (以下「財務代理人契約」という。)および発行者が作成、交付した2007年６月１日付

誓約書(以下「誓約書」という。)に基づく発行者のその他いっさいの債務を、発行者に代えて

「関連者」に引受けさせることができる。 

  上記において、「関連者」とは、保証者により直接もしくは間接に支配される法主体、発行

者を直接もしくは間接に支配する法主体または発行者と共通の支配下にある法主体を意味する。

また、発行者または法主体を「支配」するとは、発行者またはかかる法主体の過半数の議決権

を保有することを意味する。 
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(3) 額面金額10,000豪ドルの各本債券の期限前償還金額(以下「期限前償還金額」という。)は、期限前

償還が発生した日が属する以下の表に記載された「期限前償還が発生した日が属する期間」(始期お

よび終期ともに同日を含む。)の欄に対応する同欄の右側の「期限前償還金額」の欄記載の期限前償

還金額を意味する。 

 

期限前償還が発生した日が属する期間 期限前償還金額 

2008年２月27日 – 2008年８月26日 6,020.00豪ドル 

2008年８月27日 – 2009年２月26日 6,164.64豪ドル 

2009年２月27日 – 2009年８月26日 6,313.95豪ドル 

2009年８月27日 – 2010年２月26日 6,468.10豪ドル 

2010年２月27日 – 2010年８月26日 6,627.22豪ドル 

2010年８月27日 – 2011年２月26日 6,791.49豪ドル 

2011年２月27日 – 2011年８月26日 6,961.07豪ドル 

2011年８月27日 – 2012年２月26日 7,136.14豪ドル 

2012年２月27日 – 2012年８月26日 7,316.86豪ドル 

2012年８月27日 – 2013年２月26日 7,503.43豪ドル 

2013年２月27日 – 2013年８月26日 7,696.03豪ドル 

2013年８月27日 – 2014年２月26日 7,894.86豪ドル 

2014年２月27日 – 2014年８月26日 8,100.12豪ドル 

2014年８月27日 – 2015年２月26日 8,312.01豪ドル 

2015年２月27日 – 2015年８月26日 8,530.75豪ドル 

2015年８月27日 – 2016年２月26日 8,756.57豪ドル 

2016年２月27日 – 2016年８月26日 8,989.69豪ドル 

2016年８月27日 – 2017年２月26日 9,230.34豪ドル 

2017年２月27日 – 2017年８月26日 9,478.77豪ドル 

2017年８月27日 – 2018年２月26日 9,735.24豪ドル 

2018年２月27日 10,000.00豪ドル 

 

(4) 買入 

発行者はいつでも、公開市場その他の市場でいかなる価格でも本債券(確定債券の場合には当該債

券に付された支払期日未到来の利札すべてがともに買入れられるものとする。)を買入れることがで

きる。 

(5) 消却 

償還したすべての本債券および上記に従い買入れた本債券(確定債券の場合には本債券に添付され

または本債券とともに引渡されもしくは買入れられた利札を含む。)は、消却、再発行または転売す

ることができる。 
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４ 【元利金支払場所】 

本債券の元利金支払代理人(以下「支払代理人」という。)および本債券の元利金の支払場所は以下

のとおりである。 

シティバンク・エヌ・エイ、ロンドン・オフィス(Citibank, N.A., London Office) 

 ロンドン市 E14 5LB カナリー・ワーフ、カナダ・スクエア、シティグループ・センター 

 (Citigroup Centre, Canada Square, Canary Wharf, London E14 5LB) 

シティグループ・グローバル・マーケッツ・ドイチェランド・アー・ゲー・アンド・コー KGaA 

ジャーマニー・エージェンシー・アンド・トラスト・デパートメント 

 (Citigroup Global Markets Deutschland AG & Co.KGaA,Germany Agency and Trust Department) 

 フランクフルト 60323、ロイターヴェク 16 

 (Reuterweg 16, 60323 Frankfurt) 

本債券の元利金その他の金員の支払いは、シドニー、東京またはロンドン所在の銀行に支払受領者

が有する豪ドル口座への送金またはかかる銀行宛の豪ドル小切手の振出しにより行われ、いずれの場

合も、適用される財政その他の法令・規則に従う(ただし、後記「８ 課税上の取扱い－(1) フィンラ

ンド共和国の租税」に定める規定が妨げられることはない。)。 

 

５ 【担保又は保証に関する事項】 

(1) 本債券は、発行者の無担保の非劣後債務であり、本債券間で互いに優先することなく、発行者の

現在および将来のその他すべての無担保かつ非劣後の債務と(支払不能の場合には債権者の権利に関

するフィンランド法上認められる限度にて)同順位とする。 

(2) 保証者は、本債権者のために2007年６月１日付保証状(以下「保証状」という。)を作成、交付し

ている。保証状に基づき、保証者は本債券上発行者が支払うべきすべての金員の適時かつ適式の支

払いを無条件かつ取消不能の形で保証している。 

保証状に基づく保証者の債務は、保証者の直接かつ無担保債務であり、保証者の現在および将来

のその他すべての無担保かつ非劣後の債務と(支払不能の場合には債権者の権利に関するフィンラン

ド法上認められる限度にて)同順位とする。 

(3) 本債券が未償還である限り、発行者は、自らの「債務」(以下に定義する。)または発行者による

第三者の「債務」に対する保証を担保するため、発行者の現在または将来の財産、資産または収入

に対する「担保権」(以下に定義する。)を設定しない。ただし、かかる担保設定と同時またはその

前に、かかる「担保権」が本債券に基づくいっさいの支払債務を同等の順位および比率で担保する

ために必要ないっさいの行為を発行者が行う場合はこの限りではない。また、発行者のために保証

者またはLGPIが行う保証に関して発行者が保証者またはLGPIに対して負担する債務を担保するため

に発行者が保証者またはLGPIに提供する担保については、本項でいう「債務」に対する「担保権」

の設定から除外する。 

  上記の「担保権」とは、抵当権、先取特権(法律の定めにより発生するものを除く。)、質権、負

担その他の担保権を意味する。 

  上記の「債務」とは、ボンド、ノート、ディベンチャーもしくはその他の証券(当初、私募により

販売されたかどうかを問わない。)の形態による、またはそれらにより表章される現在および将来の

負債で、証券取引所、店頭市場その他認められた証券市場において値付けされ、上場されまたは通
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常取引されるか、されうるか、またはそのように意図されたもの(その発行要項上、かかる値付け、

上場、取引を明示的に妨げている場合には、値付けされ、上場されまたは通常取引されうるものと

はみなされない。)を意味する。 

 

６ 【債券の管理会社の職務】 

該当なし。 

財務代理人の職務は以下のとおりである。 

発行者は、支払期日が到来した本債券に関する元金または利息を支払うために、財務代理人に対し

てかかる支払期日前に、本債券に関してその時点で支払われるべき元金または利息に相当する金額を

支払う。 

支払代理人が財務代理人契約に従い支払いを行った場合、発行者が前段落の義務を遵守することを

条件として、かつ、その限度において、財務代理人は、支払代理人に対し、財務代理人が前段落の記

載に基づき受領した資金から、当該支払代理人により支払われた金額を支払う。 

また、上記「３ 償還の方法－(2) 税制変更による期限前償還」に記載の証明書および法律意見書

を発行者から受領するほか、本債券の要項および財務代理人契約により課されるいっさいの業務を履

行する。 

 

７ 【債権者集会に関する事項】 

本債券の要項の修正または放棄を含めた本債権者または利札の所持人の利益に影響を及ぼす事項を

決する債権者集会を招集するための定めは、発行者、保証者、本債権者および利札の所持人を拘束し、

財務代理人契約に含まれる。 

 

８ 【課税上の取扱い】 

(1) フィンランド共和国の租税 

本債券の元利金、償還金額等に関するいっさいの支払いは、フィンランドによりもしくはフィン

ランドのために、またはフィンランドの下部行政区画、課税当局もしくは課税機関によりもしくは

そのために、現在または将来賦課されるいっさいの種類の公租公課を源泉徴収または控除されるこ

となく行われる。ただし、法律により、かかる公租公課の源泉徴収または控除が要求される場合は

この限りではない。かかる場合、発行者または(場合により)保証者は、かかる源泉徴収または控除

後の本債権者または利札の所持人による純受領金額が、かかる源泉徴収または控除がなければ本債

権者または利札の所持人が受領することとなる金額と等しくなるために必要な追加額を支払う。た

だし、以下のいずれかの場合においては、本債券または利札に関しての追加額は支払われないもの

とする。 

(ⅰ)本債券または利札を単に保有していること以外に、フィンランドと関連性を有することを理由

として、本債券または利札に関して公租公課が課される所持人により、またはかかる所持人のた

めに、支払いのために呈示される場合。 

(ⅱ)関連日(以下に定義する。)から30日以上経過後に支払いのために呈示される場合。ただし、本

債権者または利札の所持人がかかる30日の期間の終了時に支払いのために本債券または利札を呈

示すれば得られたであろう追加額については、それを限度として支払われる。 
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(ⅲ)かかる源泉徴収または控除が個人に対する支払いに課される場合で、かつ欧州理事会指令2003

／48／ECまたは2000年11月26日、27日に行われた欧州経済蔵相理事会(ECOFIN)の結論を実施する

ためのその他の指令により、または当該指令を施行もしくは遵守するためのもしくは当該指令に

一致させるために導入されたあらゆる法律により、かかる源泉徴収または控除が必要とされる場

合。 

(ⅳ)本債券または利札をEU加盟国所在の他の支払代理人に対して呈示したならばかかる源泉徴収ま

たは控除を回避することが可能であったであろう当該本債券または利札の所持人により、または

かかる所持人のために、支払いのための呈示がなされた場合。 

「関連日」とは、いっさいの支払いに関して期日が最初に到来する日、または財務代理人がかか

る期日以前に支払われるべき金員を全額受領しなかった場合には、かかる金員を全額受領し、かつ、

後記「10 公告の方法」に従いその旨の通知が本債権者に対して適式になされた最初の日を指す。 

(2) 日本国の租税 

日本国の居住者および内国法人が支払いを受ける本債券の利息および本債券の償還により支払い

を受ける金額が本債券の取得価額を超える場合の超過額は、日本国の租税に関する現行法令の定め

るところにより一般的に課税対象となる。なお、債券の譲渡によって生ずる所得については、その

譲渡人が法人である場合には益金となるが、個人である場合には、原則として日本国の租税は課せ

られない。 

 

９ 【準拠法及び管轄裁判所】 

(1) 本債券、財務代理人契約、保証者の保証、誓約書およびこれらに関連するすべての事項は、イン

グランド法に準拠し、これに従って解釈される。 

(2) 発行者は、本債権者の利益のために、(ⅰ)イングランドの裁判所または(ⅱ)ニューヨーク市ニュ

ーヨーク郡に所在するニューヨーク州裁判所、もしくはニューヨーク南部地区の合衆国連邦裁判所

が、本債券に帰因または関連して生じる紛争(以下「紛争」という。)を解決するための専属的な管

轄権を有することに合意している。 

(3) 発行者は上記(2)に記載の裁判所が紛争を解決するための最も適切で便宜な裁判所であり、したが

って発行者はその他の裁判所がより適切で便宜であると主張しないことに合意している。 

(4) 上記(2)は、本債権者の利益のためのみの定めである。したがって、本項の定めは、本債権者が紛

争に関する手続き(以下「司法手続」という。)を管轄権のあるその他の裁判所でとることを何ら妨

げるものではない。法律が許容する範囲において、本債権者は複数の管轄地において同時に司法手

続をとることができる。 

(5) 発行者は司法手続を開始させる書類および司法手続に関連し送達が要求される他の書類につき、

(ⅰ)イングランドにおける司法手続に関しては、ロンドン市WC1R 4JS、ベッドフォード・ロウ20-

22(20-22 Bedford Row, London WC1R 4JS)に所在するジョーダン・カンパニー・セクレタリーズ・

リミテッド(Jordan Company Secretaries Limited)または1985年会社法第23章に従い訴状の送達が

できるグレートブリテンにおける発行者のその他の住所に、また(ⅱ)ニューヨーク郡における司法

手続に関しては、10011ニューヨーク州ニューヨーク市８番街111の13階(111 Eighth Avenue, 13th 

Floor, New York, New York 10011)(異なる場合はその時々のニューヨーク郡におけるその主な事業

地)に所在するCTコーポレーション・システム(CT Corporation System)に交付されることによって
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発行者に送達されうることに合意している。かかる者の発行者の訴状の送達を受ける者としての選

任が有効ではない、または効力が停止する場合には、発行者は、発行者または財務代理人の指定事

務所に交付される発行者宛ての書面によるいずれかの本債権者の請求により、発行者のために訴状

の送達を受ける追加の者をニューヨーク郡において選任する。かかる選任が15日以内に行われない

場合には、本債権者は、発行者または財務代理人の指定事務所に交付される発行者宛ての書面によ

る通知により、かかる者を選任する権限を有する。本項の定めは、法律が許容するその他の方法で

訴状を送達する本債権者の権利に何ら影響を与えるものではない。本項は、イングランドおよびニ

ューヨーク郡における手続きならびにその他の場所における司法手続にも適用される。 

(6) 発行者は司法手続に関して、司法手続でなされた命令または判決による財産(発行者が使用または

使用を予定しているかにかかわらない。)に対する取得、執行、強制執行(これらに限らない。)を含

む司法手続に関連した書類の発行または救済の付与に対して一般に同意している。 

(7) 発行者が、いずれかの管轄地において発行者自身、その資産またはその収入に対する訴訟、強制

執行、差押え(強制執行の補助、判決前の保全その他を問わない。)またはその他の法的手続からの

免責を主張することができ、かつかかる免責(主張されているか否かを問わない。)がかかる管轄地

において発行者自身、その資産またはその収入に帰因しうる場合、かかる管轄地の法律が最大限許

容する範囲内で、発行者はかかる免責を主張せず、取消不能の形で放棄することに同意しており、

とりわけ、ニューヨーク郡においてとられる司法手続においてかかる免責の放棄は1976年合衆国外

国主権免責法(United States Foreign Sovereign Immunities Act of 1976)が許容する最大の効果

を有し、同法の取消不能の形でなされる。 

 

10 【公告の方法】 

ロンドンにおいて一般に頒布されている主要日刊紙(フィナンシャル・タイムズ(Financial Times)

を予定)に掲載された場合、かかる掲載が実際的でないときはヨーロッパにおいて一般に頒布されてい

るその他の英文の主要日刊紙に掲載された場合、または本債券が仮大券もしくは恒久大券で表章され

ているときは、下記「11 その他(2)」に記載されたユーロクリア、クリアストリーム・ルクセンブル

クおよびその他関連決済機関にその記録上の当該大券の持分保有者に連絡すべく通知を交付した場合、

本債権者に対する通知は有効に行われたものとみなされる。上記のように行われた通知は、かかる掲

載日に(または１回以上掲載された場合には、最初の掲載日に)、またはかかる交付の日の４営業日後

に、有効に行われたものとみなされる。 

上記に従い本債権者に対して行われた通知は、利札の所持人に対しても有効になされたものとする。 

 

11 【その他】 

(1) 下記に掲げる事由または事態(それぞれ以下「不履行事由」という。)は本債券の期限の利益喪失

事由である。 

(ⅰ)発行者が支払期日が到来した本債券に関するいずれかの支払いを、支払期日から10日を超えて

怠った場合。 

(ⅱ)発行者または保証者が上記(ⅰ)に記載した支払い以外に本債券に規定したその他の約束の履行

を怠り、かつ本債権者が当該不履行の治癒を発行者または保証者に要求する旨、財務代理人に対

し書面により通知した日から90日間当該不履行が継続している場合。 
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(ⅲ)発行者もしくは保証者のいずれかの借入金債務が債務不履行を理由に定められた期限に先立っ

て返済すべきことになる場合、かかる借入金債務のいずれかが期日もしくは適用ある猶予期間満

了までに支払われない場合、発行者もしくは保証者のいずれかが借入金債務のために設定した担

保権が実行可能となる場合、または発行者もしくは保証者のいずれかが第三者の借入金債務(総額

が50,000,000ユーロ(その他の通貨の場合は50,000,000ユーロ相当)以上のもの)に関して付与した

保証もしくは補償が期日もしくは適用ある猶予期間満了までに支払われない場合。 

(ⅳ)発行者もしくは保証者が破産もしくは支払不能の宣告を受けた場合、発行者もしくは保証者が

支払いを停止した場合、発行者、保証者もしくはその資産の相当な部分に関する倒産手続に関し

て、管財人、受託者その他類似の管理者の選任もしくは債権者との法定和議手続を開始する命令、

行為が裁判所もしくは行政機関によりなされ、もしくは発行者もしくは保証者がかかる選任もし

くは手続きの申立てを決議した場合、または発行者もしくは保証者が解散もしくは清算した場合。 

(ⅴ)保証者の保証が完全な効力を消失した場合、または保証者の保証が完全な効力を有しない旨保

証者が主張する場合。 

 本債券に関し不履行事由が発生した場合、各本債権者は発行者に宛てた書面による通知を行うこ

とにより、当該各本債券および未払経過利息は直ちに期限が到来し支払われるべき旨を宣告するこ

とができ、その場合には、発行者がその通知を受領する前にすべての不履行事由が治癒されていな

い限り、呈示、要求、異議またはその他あらゆる種類の通知(本債券のこれに相反する条件にかかわ

らずこれらすべてを発行者は放棄する。)を必要とせず、直ちに当該各本債券は期限前償還金額に未

払経過利息を付して償還される。 

(2) 本債券の各発行は当初、仮大券により表章されるものとし、仮大券はユーロクリア・バンク・エ

スエー／エヌブイ(以下「ユーロクリア」という。)およびクリアストリーム・バンキング・ソシエ

テ・アノニム・ルクセンブルク(以下「クリアストリーム・ルクセンブルク」という。)の共通預託

機関に預託される。 

   仮大券が発行された日から40日後の日以降、米国人以外の者を実質的所有者とする旨の証明書

(仮大券に記載されている様式または関連決済機関が一般に使用する様式によるもの)が受領されて

いることを前提として、仮大券は恒久大券と交換される。 

   本債券が仮大券により表章されている場合において、当該債券の利払日が到来した場合、利払い

は仮大券を呈示して、米国人以外の者を実質的所有者とする旨の証明書がユーロクリア、クリアス

トリーム・ルクセンブルク、その他関連決済機関に受領された場合に限り行われるものとする。恒

久大券に関する支払いは、証明書を要求することなく、ユーロクリア、クリアストリーム・ルクセ

ンブルク、その他関連決済機関を通じて恒久大券の呈示または引渡しにより行われる。 

   恒久大券は、恒久大券に定める一定の場合を除き、かかる恒久大券の所持人の選択により確定債

券と交換されることはない。また、かかる選択は、取引単位金額が本債券の額面金額の整数倍でな

い場合には適用されない。ただし、恒久大券は、本債券が期限の利益を喪失し直ちに償還されなけ

ればならなくなった場合またはユーロクリア、クリアストリーム・ルクセンブルクもしくはその他

関連決済機関が14日間(公休日を除く。)連続して業務を停止し、もしくは永久に業務を停止する旨

発表した場合には、確定債券と交換される。 

(3) 本債券の支払期日が到来した金員(経過利息を含む。)の支払いは、いずれかの支払代理人の指定

事務所における当該本債券の呈示および提出(支払金員が不足し全額の支払いがなされないときは

提出を要しない。)と引換えに行われる。 
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   本債券に関する利息の支払いは以下のとおり行われる。 

(ⅰ)仮大券または恒久大券の場合は、合衆国外のいずれかの支払代理人の指定事務所において仮大

券または恒久大券の呈示と引換えに行い、仮大券の場合には要求されている証明書の提出を要す

る。 

(ⅱ)当初の交付時に利札を付すことなく交付された確定債券の場合は、合衆国外のいずれかの支払

代理人の指定事務所において当該確定債券の呈示と引換えに行われる。 

(ⅲ)当初の交付時に利札を付し交付された確定債券の場合は、当該利札の提出、または利息の支払

いに予定された日以外の利息の場合には確定債券の呈示と引換えに行われ、いずれの場合も合衆

国外のいずれかの支払代理人の指定事務所において行われる。 

   本債券に関する元利金その他の金員の支払日が、関連する本債券または場合により利札の呈示場

所において商業銀行または外国為替市場が豪ドルの決済を行っていない日の場合、本債権者および

利札の所持人は、かかる呈示場所において商業銀行および外国為替市場が豪ドルの決済を行ってい

る次の日(かかる支払いが小切手ではなく送金による場合は、かかる呈示場所ならびにシドニー、

東京およびロンドンにおいて商業銀行および外国為替市場が豪ドルの決済を行っている日であり、

かつTARGET営業日にあたる次の日）まで金員の支払いを受けることができず、また本債券の要項に

従い支払いがなされない場合を除きかかる遅滞に関し利息その他の金員を請求することができない。 

   利札を付して当初交付された各確定債券は、償還のためには、すべての期日未到来の利札ととも

に提出しなければならない。すべての期日未到来の利札が提出できない場合、欠缺利札額面額をか

かる欠缺がなければ償還に際して支払われるべき金額から控除し、かかる控除額は、支払代理人の

指定事務所においてかかる欠缺利札の提出と引換えに、かかる償還日の10年後またはかかる利札の

支払日の５年後の遅い方まで、支払われる。 

(4) 本債券または利札は、紛失、盗失、毀損、汚損または破棄の場合、適用あるすべての法律に従い、

請求者がかかる代り券に関するすべての費用を支払い、かつ発行者および財務代理人が要求する証

拠および補償に関する条件に服した場合、財務代理人の指定事務所において代り券を取得すること

ができる。毀損または汚損した債券は、その代り券が交付される前にこれを引渡さなければならな

い。 

(5) 本債券は、支払いのための呈示が、支払期日から元本については10年以内、利息については５年

以内に行われなかった場合は無効となる。 

(6) リスク要因 

(ⅰ) 本債券の内容に関するリスク 

  以下は、本債券の内容に関するリスクの概要である。 

 ・変更、放棄および代位 

  債券の要項には、本債権者の利益一般に影響を及ぼす事項について検討する債権者集会の招集に

関する条項が含まれている。これらの条項は、所定の過半数の賛成により、当該債権者集会に出席

せず投票しない本債権者および過半数の賛成に対し反対票を投じた本債権者を含むすべての本債権

者を拘束することを認めている。 

 ・EU貯蓄税指令 

  貯蓄収入に対する課税に関する欧州理事会指令2003/48/ECに基づき、2005年７月１日より、EU加

盟国は、同国の法域内の者が他のEU加盟国内の個人居住者に対し支払ったかまたは同国の法域内の
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者が他のEU加盟国内の個人居住者のために徴収した利息またはその他同種の収入の支払明細を、か

かる他のEU加盟国の課税当局に対し提出しなければならない。ただし、移行期間中は、オーストリ

ア、ベルギーおよびルクセンブルクでは、これに代わって、かかる支払いに関し源泉徴収制度を適

用する可能性があり、段階的に35％へと引上げられる課税率で税が控除される。当該移行期間は、

一定のEU非加盟国とのかかる支払いに関連する情報交換への合意後の最初の通年の会計年度末に終

了する。 

  また、2005年７月１日から、数多くのEU非加盟国および一定のEU加盟国の従属または提携地域は、

同国の法域内の者があるEU加盟国内の個人居住者に対し支払ったかまたは同国の法域内の者がある

EU加盟国内の個人居住者のために徴収した利息の支払いに関して同種の方法（情報提供または暫定

的な源泉徴収のいずれか）を採用することについて合意している。加えて、EU加盟国は、EU加盟国

内の者がそれらの地域内の個人居住者に対してなした支払いまたはEU加盟国内の者がそれらの地域

内の個人居住者のためになした徴収に関連して、情報提供または暫定的な源泉徴収の相互協定を締

結した。 

  当該指令施行後、源泉徴収制度を選択したEU加盟国を通じて支払いがなされるかまたは徴収され、

かつ税額がかかる支払いから源泉徴収される場合、発行者または支払代理人またはその他の者は、

かかる源泉徴収税の課税の結果、本債券に関する追加の支払義務を負うものではない。源泉徴収税

がかかる指令施行後支払代理人によりなされた支払いに対し課される場合は、発行者はかかる指令

に基づき源泉徴収または税控除の義務が生じないEU加盟国内に支払代理人を置かなければならない。 

 ・法改正 

  本債券の要項は本書の日付現在のイングランド法に準拠している。本書の日付以降なされうる裁

判所の判断またはイングランド法または行政実務もしくはそれらの適用の変更が与える影響につい

ては、何ら保証することができない。 

 ・決済システムにおける取引 

  本債券が決済システムで取引される場合、決済システムが、最低額面金額を下回る額面金額で保

有される金額となりうる取引を処理することが可能である。 

  関連する大券の条項に従って本債券に関連して確定債券の発行が要求される場合、関連する時点

で、関連する決済システムの口座に最低額面金額の整数倍の額面金額を保有していない所持人は、

その保有が最低額面金額の整数倍の額面金額になるまで、確定債券に関するいかなる所持人の権利

を受けることもできない。 

・本債券には、活発な取引市場は存在しない。 

本債券は、広範に流通されない可能性のある証券であり、現在、本債券のための活発な取引市場

は存在しない。本債券が当初発行後に取引される場合は、本債券は、現行利子率、類似証券の市況、

一般経済状態および発行者および保証者の財務状況に応じて、当初公募価格から割引かれて取引さ

れる可能性がある。 

・本債券は、期限前償還される可能性がある。 

フィンランドによりもしくはフィンランドのために、またはフィンランドの下部行政区画もしく

は課税当局によりもしくはそのために、現在または将来賦課され、徴収され、源泉徴収され、また

は賦課されるいっさいの種類の公租公課の源泉徴収または控除を原因として、発行者または保証者

が本債券に関し支払うべき金額を増加する義務を負うことになった場合、発行者は、本債券の要項

に従い本債券の残高全部を償還する可能性がある。 
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大券は、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルクによりまたはそれらのために保

有されるため、投資家は、譲渡、支払いおよび発行者および／または保証者との連絡につきそれら

の手続きに従わなければならない。 

本債券は、一または複数の大券により表章される。かかる大券は、ユーロクリアおよびクリアス

トリーム・ルクセンブルクの共通預託機関または共同保管機関に預託される。関連する大券に記載

される場合を除き、投資家は、確定債券を受領することはできない。ユーロクリアおよびクリアス

トリーム・ルクセンブルクは大券の実質持分の記録を維持する。本債券が一または複数の大券によ

り表章される限り、投資家は、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルクを介しての

みその実質持分を取引することができる。 

本債券が一または複数の大券により表章される限り、発行者および保証者は、ユーロクリアおよ

びクリアストリーム・ルクセンブルクの口座保有者に対する支払いのために共通預託機関または共

同保管機関（適用あれば）にもしくはその指図によって支払うことにより本債券に基づく発行者お

よび保証者の支払義務を免責される。大券の実質持分の所持人は、関連する本債券に基づく支払い

を受けるためユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルクの手続きに従わなければなら

ない。発行者および保証者は、大券の実質持分に関する記録またはそれに関する支払いのための責

任または義務を有さない。 

大券の実質持分の所持人は、関連する本債券に関し直接的な議決権を有さないが、その代わりに、

かかる所持人は、ユーロクリアおよびクリアストリーム・ルクセンブルクが認める適切な代理人を

指名する限りにおいて行為することができる。同様に、大券の実質持分の所持人は、関連する本債

券につき不履行が生じた場合、発行者または保証者に対して履行強制の措置をとるための大券上の

直接的な権利を有さず、誓約書に基づく権利に依拠せざるをえない。 

(ⅱ) 市場一般に関連するリスク 

  以下は、流動性リスク、為替リスク、金利リスクおよび信用リスクを含む市場一般のリスクにつ

いての概略である。 

 ・公開市場の欠如 

  本債券は発行時に確立された流通市場がない可能性があり、その後も発展されない可能性がある。

市場が発展した場合でも非常に流動性に乏しい可能性がある。このため、投資家は簡単に本債券を

売却できない可能性があり、投資家は流通市場が活発な類似の投資商品と同程度の利回りを提供す

る価格で売却できない可能性がある。流動性の欠如は、本債券の市場価格に重大な悪影響を与える

可能性がある。 

 ・為替リスクおよび為替管理 

  発行者は豪ドル建で本債券の元利金を支払う。これは、投資家の金融活動が主に豪ドル貨以外の

通貨建（以下「投資家通貨」という。）である場合には、通貨の交換による一定のリスクが生じる。

これらには、為替レートが大幅に変動（豪ドルの切下げまたは投資家通貨の見直しを含む。）する

リスクや、投資家通貨が服する管轄当局が為替管理を課したりまたは変更したりするリスクを含む。

豪ドルに対し相対的に投資家通貨が上昇すれば、(1) 本債券における投資家通貨ベースの利回り、

(2) 本債券の元金の投資家通貨換算額、および(3) 本債券の投資家通貨換算時価が低くなる。 

  政府および金融当局は、（過去にも事例があるように）適用ある為替レートに著しく悪影響を及

ぼす可能性のある為替管理を課す可能性がある。その結果、投資家は予想よりも少ない元利金を受

領することになり、またはいっさいの利息または元金が支払われない可能性がある。 
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 ・金利リスク 

  本債券のような固定利付債券への投資には、市場金利のその後の変化が本債券の価額に悪影響を

及ぼすリスクが内在している。 

 ・信用格付がすべてのリスクを反映していない可能性がある。 

  一または複数の独立した格付機関が本債券に対して信用格付を付与する可能性がある。かかる格

付は、ストラクチャー、市場、本項に記載された他の要因や本債券の価値に影響を及ぼしうる要因

に関するすべてのリスクの潜在的影響を反映させることができない可能性がある。信用格付は、有

価証券を売買もしくは保有することを勧めるためのものではなく、格付機関は随時これを見直しも

しくは取り消す可能性がある。 

 

 

第３ 【資金調達の目的及び手取金の使途】 

該当事項なし 

 

 

第４ 【法律意見】 

発行者の社内法律顧問であるマッティ・カネルヴァ(Matti Kanerva)氏により、下記の趣旨の法律意見

書が提出されている。 

(1) 発行者はフィンランド法に基づき適法に設立され存続している公開有限責任会社である。 

(2) 本書に記載された本債券の売出しは、発行者により適法に承認されており、フィンランド法上適

法であり、本債券の発行に関し発行者に対し要求されている政府の同意、許可および承認をすべ

て取得している。 

(3) 発行者による関東財務局長への本書の提出は適法に授権されており、フィンランド法上適法であ

る。 

(4) 本書(参照書類を含む。)中のフィンランド法に関するすべての記載は、重要な点において真実か

つ正確である。 
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第二部 【参照情報】 

第１ 【参照書類】 

発行者の概況等金融商品取引法第27条において準用する同法第５条第１項第２号に掲げる事項につい

ては、以下に掲げる書類を参照すること。 

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】 

会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

平成19年６月29日関東財務局長に提出 

 

２ 【半期報告書】 

当該半期(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

平成19年９月28日関東財務局長に提出 

 

３ 【臨時報告書】 

該当なし 

 

４ 【訂正報告書】 

該当なし 

 

 

第２ 【参照書類を縦覧に供している場所】 

該当なし 

 

 












































